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4 行田市公共施設マネジメント計画策定プロセス 

⑴ 公共施設に関する市民アンケートの結果 

アンケート調査の概要 

 
  

①  　調査の目的

② 　 調査の方法

行田市全域

市内に在住する１８歳以上の市民（２０１７年１月１日現在）

２,０００人

単純無作為抽出

住民基本台帳

郵送配布・郵便回収による郵送調査法

２０１７年２月１３日（月）～３月３日（金）

③ 　回答結果

回答数　７４６　（回答率　３７．３％）

※複数回答があるため各回答の合計数は一致しない。

調査方法

調査時期

　  2016年3月に策定した「行田市公共施設等総合管理計画」に基づき、今後具体的な

  施設再編の検討を行うにあたり、公共施設に関する市民の方のご意見を参考とするため、

  アンケート調査を実施する。

調査対象地域

調査対象

標本数

抽出方法

抽出台帳
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④ アンケート調査票 
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⑤ アンケート調査結果 

 
 

  

　　（図表６）取り組みの認知度

1

2

3

4

問６　高度経済成長や都市化の進展に伴い、昭和４０年代～５０年代に整備された公共施設が全国的に一斉に

　　　老朽化し、今後の維持管理や莫大な財政負担などが大きな社会問題になっています。

　　　　こうした状況の中、行田市では「公共施設等総合管理計画」（以下「計画」といいます。）を策定し、将来にわたって

　　　公共施設を適切に維持管理していく取り組みを進めていることをご存知ですか。（○は１つ）

　取り組みの認知度については、「知らない」が61.3％と全体の6割以上であり、以下「聞いたことがある」が27.7％、「知って

いる」が10.2％と続き、策定した計画の取り組みに関して未だ認識していない市民が多いことがうかがえる。

内容 回答数 割合

聞いたことがある 207 27.7%

知っている 76 10.2%

無回答 6 0.8%

知らない 457 61.3%

合　計 746 100.0%

知っている

10.2%

聞いたこと

がある

27.7%

知らない

61.3%

無回答
0.8%

Ｎ＝746

（図表　７）本市の公共施設の現状や課題の関心度

1

2

3

4

5

6

問７　行田市の公共施設の現状や課題について、どのくらい関心をお持ちですか。（○は１つ）

全く関心がない 18 2.4%

わからない 38 5.1%

105 14.1%

少し関心がある 416 55.8%

あまり関心はない 162 21.7%

　本市の公共施設の現状や課題に対する関心度については、「非常に関心がある」、「少し関心がある」を合計すると

69.9％であり、全体の7割近い市民が公共施設の現状や課題に関心を寄せている。次いで「あまり関心はない」が21.7％、

「わからない」が5.1％、「全く関心がない」が2.4％と続いている。

内容 回答数 割合

非常に関心がある

無回答 7 0.9%

合　計 746 100.0%

非常に関

心がある

14.1%

少し関心

がある
55.8%

あまり関

心が無い
21.7%

まったく関

心が無い

2.4%

わからな

い

5.1%

無回答

0.9%

Ｎ＝746
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（図表　８）公共施設の保有量の削減の考え
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4
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433 58.0%

現在の公共施設の保有量を維持す

るべきである
85 11.4%

問８　「計画」では、公共施設の全体最適化を図り、安心・安全で市民ニーズに対応した持続可能な施設の提供を

　　　目指し、今後４０年間で公共施設の保有量（延床面積）の２７％削減を長期的な目標に掲げています。

　　　公共施設の保有量の削減について、あなたの考えに最も近いものを選んでください。（○は１つ）

　本市の公共施設の保有量を削減することに対する考え方については、「公共施設の保有量の削減はやむを得ない」が

58.0％と最も多く、次いで「公共施設の保有量の削減を推進するべきである」が18.5％、「現在の公共施設の保有量を維

持するべきである」が11.4％、「わからない」が8.3％であった。

　公共施設の保有量を削減することについては、全体の４分の３を超える76.5％の市民が一定の理解を示していることが

うかがえる。

内容 回答数 割合

公共施設の保有量の削減を推進す

るべきである
138 18.5%

公共施設の保有量の削減はやむを

得ない

わからない 62 8.3%

合　計 746 100.0%

その他 20 2.7%

無回答 8 1.1%

公共施設

の保有量

の削減を

推進する

べきであ
る

18.5%

公共施設

の保有量

の削減は

やむを得

ない
58.0%

現在の公

共施設の

保有量を

維持する
11.4%

その他
2.7%

わからな

い

8.3%

無回答

1.1%

Ｎ＝746

（図表　９）今後の公共施設の建設や管理に伴う財源不足に対する対処方法

1

2

3

4

5

6

7

8

9

合　計 1177 100.0%

わからない 49 4.2%

無回答 7 0.6%

その他 24 2.0%

増税などを行い、建て替えなどの経費に充

てる
2 0.2%

公共施設の建て替えや管理運営に民間

のノウハウや資金を活用し、経費の節減を

図る

266 22.6%

現在行っている行政サービスを削減して、

建て替えなどの経費に充てる
31 2.6%

公共施設の利用料金を引き上げ、建て

替えなどの経費に充てる
56 4.8%

公共施設の統廃合や複合化を行い、人

口規模や財政状況に見合った施設の量

にする

501 42.6%

問９　「計画」では、行田市の公共施設の将来の更新等費用は、今後４０年間で１，０４１億円もの多額の費用

　　　が必要になると試算しています。今後、公共施設の建て替えや維持管理に必要な財源が不足することが見込まれ

　　　ますが、どのように対処すべきと思いますか。　　（○は２つまで）

　今後の公共施設の建設や管理に伴う財源不足への対処方法については、「公共施設の統廃合や複合化を行う」が

42.6％と最も多く、ついで「施設の建設や管理運営に民間を活用し、経費の節減を図る」が22.6％、「近隣自治体と共同

で公共施設の整備や運営を行う」が20.5％となっている。一方、「公共施設の利用料金を引き上げる」が4.8％、「現在

行っている行政サービスを削減する」が2.6％と少数意見となっている。

内容 回答数 割合

近隣自治体と共同で公共施設の整備や

運営を行い、施設の量や経費の節減を

図る

241 20.5%

501

266

241

56

31

2

24

49

公共施設の統廃合や複合化を行

い、人口規模や財政状況に見合っ

た施設の量にする

公共施設の建て替えや管理運営

に民間のノウハウや資金を活用

し、経費の節減を図る

近隣自治体の共同で公共施設の

整備や運営を行い、施設の量や経

費の削減を図る

公共施設の利用料金を引き上げ、

建て替えなどの経費に充てる

現在行っている行政サービスを削

減して、建て替えなどの経費に充

てる

増税などを行い、建て替えなどの

経費に充てる

その他

わからない

0 200 400 600

（複数回答）
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（図表　１０）施設の見直し対象箇所

1

2

3

4

5

6

7

8

9 無回答 4 0.3%

合　計 1363 100.0%

その他 6 0.4%

わからない 21 1.5%

類似施設や代替施設が近隣にある

施設
144 10.6%

民間で同様のサービスが提供されて

いる施設
67 4.9%

維持管理費や運営費が高い施設 109 8.0%

社会環境の変化などにより、市民

ニーズに合わない施設
354 26.0%

老朽化が進んでいる施設 175 12.8%

利用者が少ない施設 483 35.4%

問１０　仮に公共施設の数を減らしていかなければならなくなった場合、どのような施設から見直すべきと思いますか。

　　　　　（○は２つまで）

　施設の見直し対象箇所については、「利用者が少ない施設」が35.4％と最も多く、ついで「社会環境の変化などにより、市

民ニーズに合わない施設」が26.0％、「老朽化が進んでいる施設」が12.8％、「類似施設や代替施設が近隣にある施設」

が10.6％となっている。

内容 回答数 割合

175

483

109

354

144

67

6

21

老朽化が進んでいる施設

利用者が少ない施設

維持管理費や運営費が高い施設

社会環境の変化などにより、市民

ニーズが合わない施設

類似施設や代替施設が近隣にあ

る施設

民間で同様のサービスが提供され

ている施設

その他

わからない

0 200 400 600

（複数回答）

（図表　１１）各施設の今後のあり方について

施　設　名

公民館

コミュニティセンター

産業文化会館

男女共同参画推進センター

郷土博物館

図書館

市民プール

総合体育館

商工センター

小中学校

市立保育園

学童保育室

老人福祉センター

総合福祉会館

市役所・支所

市営住宅

古代蓮会館

問１１　人口減少や少子高齢化が進展し、施設の利用ニーズが変化している中で、次に掲げる施設は、今後どうして

　　　　　いくべきと思いますか。あなたの考えに最も近い番号を１つ選んで、数字に○をつけてください。

　各施設の今後のあり方については、全体として現在の施設量を「維持」していくべきと考えている市民が多いことがうかがえ

るが、その中でも、「維持」よりも「縮小」すべきと考えている市民が多かった施設は、「男女共同参画推進センター」と「市営

住宅」であった。

　一方で、「市立保育園」や「学童保育室」の「子育て支援施設」や、「老人福祉センター」や「総合福祉会館」の「保健・

福祉施設」については、施設を「拡大」すべきと考えている市民が、他の施設に比べ多いことがうかがえる。

施設分類

市民文化系施設

社会教育系施設

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

系施設

学校教育系施設

産業系施設

子育て支援施設

保健・福祉施設

公営住宅

行政系施設

公園

1.8%

3.4%

4.8%

1.3%

4.5%

10.3%

10.7%

8.5%

2.3%

4.4%

26.1%

28.2%

22.0%

12.9%

3.5%

6.7%

5.0%

61.1%

43.9%

65.0%

23.1%

69.2%

77.8%

49.6%

70.3%

43.8%

55.4%

56.7%

54.6%

53.2%

53.3%

64.6%

36.6%

52.9%

30.5%

40.1%

21.7%

48.4%

18.9%

7.1%

29.1%

14.4%

40.0%

31.3%

7.3%

6.3%

11.6%

18.4%

24.6%

38.6%

33.9%

6.5%

12.6%

8.5%

27.2%

7.5%

4.8%

10.5%

6.7%

13.9%

8.9%

10.0%

10.8%

13.2%

15.3%

7.3%

18.0%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設の量（面積）を「拡大」 施設の量（面積）を「維持」

施設の量（面積）を「縮小」 わからない
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（図表　１２）再編成を進めた場合の考え方

1

2

3

4

5

6

その他 24 3.2%

わからない 33 4.4%

許容できない 43 5.8%

問１２　公共施設の再編成を進めた場合、身近で利用してきた施設が遠くなるなど、利用しづらくなる場合もあると

　　　　　考えられます。このことについてどのように思いますか。（○は1つ）

　公共施設の再編成を進めることに対する理解度については、「ある程度までは許容できる」が最も多く67.2％、次いで「許

容できる」が18.4％、「許容できない」が5.8％と続いている。

　公共施設の再編成は許容できないという意見が一部あるものの、今後の施設の再編成を行うことについて、一定水準まで

ならば許容できると考えている市民は、全体の85％を超える結果となっている。

内容 回答数 割合

ある程度までは許容できる 501 67.2%

無回答 8 1.1%

合　計 746 100.0%

許容できる 137 18.4% 許容できる

18.4%

ある程度

までは許
容できる
67.2%

許容でき

ない
5.8%

その他
3.2%

わからな

い
4.4%

無回答
1.1%

Ｎ＝746
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⑵ 市報ぎょうだによる情報共有 

公共施設に関する市民アンケートでは、本市の公共施設マネジメントの取組に対する認

知度が約3分の1と低いことが分かりました。これを受けて、本計画の策定にあたっては、

取組に関する市民のみなさんへの情報共有を図るため、2018 年 7 月から 11 月にかけて、

4回にわたって市報ぎょうだへの連載を実施しました。なお、各回の掲載内容は以下のと

おりです。 
 

第 1回（2018 年 7 月号）：公共施設が抱える課題と今後の取組 

 
 

第 2回（2018 年 8 月号）：公共施設の再編に向けた今後の取組① 

  

第 1回では、本市が

公共施設マネジメン

トに取り組む必要性

（公共施設の将来を

考える必要性）につい

て紹介しました。 

具体的には、2016

年 3 月に策定した総

合管理計画における

公共施設等の現状と

課題、将来世代の負担

軽減に向けた今後の

取組目標等の考え方

を記載しました。 

第 2回では、本市の公

共施設マネジメントの取

組のうち、「公共施設の再

編」について紹介しまし

た。 

具体的には、公共施設

が抱える課題の解決に向

けた取組目標を達成する

ための手法として、集約

化、複合化、転用といっ

た公共施設の再編手法を

記載しました。 
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第 3回（2018 年 9 月号）：公共施設の再編に向けた今後の取組② 

 
 

第 4回（2018 年 11 月号）：地域別住民意見交換会について 

 
  

第 3 回では、本市の公

共施設マネジメントの取

組のうち、「公共施設の長

寿命化」について紹介し

ました。 

具体的には、公共施設

が抱える課題の解決に向

けた取組目標を達成する

ための手法として、不具

合が出る前にこまめなメ

ンテナンスを実施する

「予防保全方式」の維持

管理による長寿命化につ

いて記載しました。 

第 4回では、2018 年 7

月から 10月にかけて実

施した地域別意見交換会

の開催概要や、主なご意

見・ご要望等について記

載しました。 

地域別意見交換会で

は、公共施設の再編の推

進に関すること、学校再

編に関すること、まちづ

くり・地域の特性に関す

ること、移動手段（交通

手段）に関すること、防

災・安心安全に関するこ

と等、たくさんのご意見

やご要望をいただきまし

た。 
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⑶ 行田市公共施設マネジメント庁内検討委員会開催記録 

 

行田市公共施設マネジメント庁内検討委員会設置要綱 

 

（設置目的） 

第 1条 行田市公共施設マネジメント計画の策定に向けて、市内公共施設の今後の方向性を

検討し、将来における公共施設の最適配置を実現するため、行田市公共施設マネジ

メント庁内検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第 2条 委員会は、次に掲げる事項を処理する。 

 ⑴ 公共施設マネジメント計画案の調整に関すること。 

 ⑵ 公共施設の今後の方向性の素案の作成に関すること。 

 ⑶ 所属部内の連絡調整に関すること。 

 ⑷ その他公共施設のあり方を検討するために必要な事務に関すること。 

 

（組織） 

第 3条 委員会は、別表に掲げる者をもって組織する。 

 

（委員長の職務等） 

第 4条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員長に総合政策部長、副委員長に改革推

進室長をもってこれに充てる。 

2 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

 

（会議） 

第 5条 委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

2 委員長は、必要があると認めたときは、委員以外の者を委員会に出席させ、その意見

等を聴き、又は委員以外の者に資料の提出を求めることができる。 

 

（庶務） 

第 6条 委員会の庶務は、総合政策部改革推進室において処理する。 

 

（補則） 

第 7条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 30年 2 月 14 日から施行する。 
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別表 (第 3 条関係) 

総合政策部長 

総合政策部企画政策課長 

総合政策部財政課長 

総合政策部改革推進室長 

総務部人権推進課長 

市民生活部地域づくり支援課長 

環境経済部環境課長 

環境経済部商工観光課長 

健康福祉部子ども未来課長 

健康福祉部高齢者福祉課長 

都市整備部都市計画課長 

建設部営繕課長 

消防本部総務課長 

学校教育部教育総務課長 

生涯学習部ひとつくり支援課長 

生涯学習部スポーツ振興課長 

生涯学習部中央公民館長 
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開催概要 

 
 

第 1 回行田市公共施設マネジメント庁内検討委員会 
 

日時 

平成 30 年 3 月 20 日（火） 午後 3時 00 分～3時 55 分 
 

場所 

産業文化会館 2 階 第 2 会議室 
 

議題 

（1）本市の公共施設マネジメントの現状について 

（2）庁内検討委員会の所掌事項について 

（3）施設の統廃合に係る事務局案について 

（4）今後のスケジュールについて 

（5）その他 
 

 

 
 

第 2回行田市公共施設マネジメント庁内検討委員会 
 

日時 

平成 30 年 6 月 25 日（月） 午後 1時 30 分～2時 30 分 
 

場所 

市役所 305 会議室 
 

議題 

（1）各施設所管部署の意向を踏まえた方針案（素案）について 

（2）今後のスケジュールについて 
 

 

 
 

第 3 回行田市公共施設マネジメント庁内検討委員会 
 

日時 

平成 30 年 7 月 17 日（火） 午前 10 時 00 分～11時 30 分 
 

場所 

市役所 305 会議室 
 

議題 

（1）各施設所管部署の意向を踏まえた方針案（素案）の決定 

について 

（2）公共施設マネジメント（案）に関する住民意見交換会について 

（3）今後のスケジュールについて 
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第 4 回行田市公共施設マネジメント庁内検討委員会 
 

日時 

平成 30 年 10 月 25 日（木） 午後１時 30 分～2時 05 分 
 

場所 

市役所 305 会議室 
 

議題 

（1）公共施設マネジメント計画（案）に関する住民意見交換会 

の実施報告について 

（2）公共施設マネジメント計画書（案）について 

（3）今後のスケジュールについて 
 

 

 
 

第 5 回行田市公共施設マネジメント庁内検討委員会 
 

日時 

平成 30 年 12 月 13 日（木） 午前 10 時 00 分～11時 15 分 
 

場所 

市役所 305 会議室 
 

議題 

（1）公共施設マネジメント計画（案）の素案について 

（2）パブリックコメントの実施概要について 

（3）今後のスケジュールについて 
 

 

 
 

第 6 回行田市公共施設マネジメント庁内検討委員会 
 

日時 

平成 31 年 3 月 11 日（月） 午前 10 時 00 分～10時 35 分 
 

場所 

市役所 305 会議室 
 

議題 

（1）パブリックコメントの実施結果報告について 

（2）公共施設マネジメント計画の最終案について 
 


